
2021 年 6 月 15 日 

北海道経済連合会、東北経済連合会、北陸経済連合会、中部経済連合会 

関西経済連合会、中国経済連合会、四国経済連合会、九州経済連合会 

 

事業施設への防災・減災投資等に関するアンケート調査結果について 

 

北海道経済連合会、東北経済連合会、北陸経済連合会、中部経済連合会、関西経済連合会、

中国経済連合会、四国経済連合会および九州経済連合会（以下「８経済連合会」）は、 

３月 24日から４月 15日の間で、会員をはじめとする企業を対象に、事業施設への防災・減

災投資等に関するアンケート調査（以下「本アンケート」）を実施し、別紙１「事業施設へ

の防災・減災投資等に関するアンケート調査結果（2021年６月 15日）」、別紙２「事業施設

への防災・減災投資等に関するアンケート調査結果（概要）」のとおり調査結果を取りまと

めました。 

 

我が国においては、今後 30年以内に巨大地震の発生が高い確率で予想されるととも

に、風水害等の自然災害の激甚化も進んでおり、民間企業が「事前防災」の一環として取

り組む防災・減災投資を一層促進していくことが、日本経済の維持に不可欠な喫緊の課題

となっております。 

こうした中、８経済連合会は、2018年以降、「国土強靱化税制」（あらゆる自然災害に対

し、全ての民間企業が行う防災・減災投資等を幅広く対象※１とした減税等の優遇税制）の

実現に向け、国への要望活動を継続的に行っておりますが、一部を除き、未だ実現には至

っておりません※２。 

 

本アンケートでは、防災・減災投資に関する民間企業の現状や将来的な優先分野等の内

容を具体的に把握し、今後の民間企業の防災・減災投資のあり方や課題の検討に役立てる

とともに、「国土強靱化税制」について、優先度の高い項目からの段階的かつ速やかな実

現を図るため、優遇税制等の希望対象についても調査しています。 

なお、８経済連合会において、民間企業の事業施設の防災・減災投資等の内容に特化

し、詳細なアンケート調査を行うのは今回が初めてとなります。 

 

８経済連合会は、今後、本アンケートの調査結果も踏まえ、「国土強靱化税制」実現に

関する要望書を取りまとめ、国への要望活動を進めてまいります。 

 

※１ 建物・機械設備等への防災・減災投資、地盤改良、土木工事（民間防潮堤、擁壁等）、耐震

診断、移転・分散化など 

※２ 2019年７月の中小企業防災・減災投資促進税制により、中小企業の機械設備・機器等の防

災・減災投資については優遇税制の対象となった 

 
別紙１「事業施設への防災・減災投資等に関するアンケート調査結果（2021年６月 15日）」 

別紙２「事業施設への防災・減災投資等に関するアンケート調査結果（概要）」 

 

 

本件は、北海道経済記者クラブ、東北電力記者クラブ、富山経済記者クラブ、金沢経済記者クラブ、

福井経済記者クラブ、名古屋経済記者クラブ、大阪経済記者クラブ、広島経済記者クラブ、 

高松経済記者クラブ、福岡金融・経済記者クラブで資料配付しています。 

 

以 上 

●お問い合わせ先 

北陸経済連合会 高畠・神地  TEL076-232-0472 

 


